
2024年 論文グレードアップ講座                                               2024年1月17日                            

租税法 

受講生の皆様  

 

訂正のご案内 
 

この度は、LEC公認会計士講座をご利用頂き、誠に有難うございます。 

2024年 論文グレードアップ講座(EA/B24216)租税法の下記教材に訂正事項がございましたので、お知らせ致します。 

教材作成上の訂正事項が生じましたことを、心よりお詫び申し上げます。今後改善に努めてまいりますので、受講生の皆様におかれ

ましては、ご了承の程、何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

・上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [法人税法・基礎１]（EL24011） 

・上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [法人税法・基礎２]（EL24012） 

・上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [法人税法・応用編]（EL24013） 

・上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [所得税法]（EL24014） 

・上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [消費税法]（EL24015） 

・上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [理論編]（EL24016） 

・租税法 法人税・基礎１ 過去問ﾁｬﾚﾝｼﾞ（EM24011） 

・租税法 法人税・基礎２ 過去問ﾁｬﾚﾝｼﾞ（EM24012） 

・租税法 理解度チェック・過去問ﾁｬﾚﾝｼﾞ 理論編（EL24030） 

 

 

上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [法人税法・基礎１]（EL24011） 

 

P2-15 設例 〔資料〕Ａ社株式 備考 ←1/17 追加 

【誤】Ｂ社は外国法人である。 

【正】Ａ社は外国法人である。 

 

P5-17 設例 〔資料〕４行目  

【誤】その内訳は法人税500,000円、住民税200円及び事業税等300,000円である。 

【正】その内訳は法人税500,000円、住民税200,000円及び事業税等300,000円である。 

 

P5-17 設例 解説 

【誤】納税充当金から支出した事業税等の額 300円（別表四 減・留） 

【正】納税充当金から支出した事業税等の額 300,000円（別表四 減・留） 

 

P5-27 設例 〔資料〕(2)仕訳 

【誤】（未払法人税等）10,000,000円 （現 金 預 金）11,800,000円 

（法 人 税 等）1,000,000円 

【正】（未払法人税等）10,000,000円 （現 金 預 金）11,000,000円 

（法 人 税 等）1,000,000円 

 

P5-27 設例 解説〔損金経理法人税〕 

【誤】1,000円（別表四 加・留）(*) 

【正】1,000,000円（別表四 加・留）(*) 

 

  



P9-11 Pick Up 具体例２ 図 

【誤】改定取得価額 

×保証率0.334 

【正】改定取得価額 

×改定償却率0.334 

 

P9-29 解説 (2)①ロ 

【誤】償却超過額 1,000,000円×0.07909＝79,090円 

【正】償却保証額 1,000,000円×0.07909＝79,090円 

 

 

上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [法人税法・基礎２]（EL24012） 

 

P14-15 解説(2)②  

【誤】（50,000,000円＋⑴④）×
6.25

100
＝3,750,000円 

【正】60,000,000 円×
6.25

100
＝3,750,000円 

 

P14-19 解説(2)②  

【誤】（50,000,000円＋⑴④）×
6.25

100
＝3,750,000円 

【正】60,000,000 円×
6.25

100
＝3,750,000円 

 

P14-19 解説(4)①  

【誤】⑴④9,500,000－－⑴②1,000,000(※)＝8,500,000円 

【正】⑴④9,500,000－⑴②1,000,000(※)＝8,500,000円 

 

P18-9 設例 解説(3) 

【誤】(10/10)＠14××15,000個＝210,000円 

【正】(10/10)＠14×15,000個＝210,000円 

 

P18-10 まとめ ３．(2)２行目 

【誤】個別法・先入先出法・総平均法・（ ⑧ ）法・（ ⑨ ）法 

【正】個別法・先入先出法・総平均法・移動平均法・（ ⑧ ）法・（ ⑨ ）法 

 

P19-14 まとめ 表題 

【誤】短期商品売買等 

【正】短期売買商品等 

 

P19-14 ３．(1)２行目  

【誤】通常得るべき対価の額 

【正】通常得べき対価の額 

 

P20-6 (1)原則  

【誤】会計上の評価損 →「○○評価損（別四 減・留）」 

【正】会計上の評価損 →「○○評価損否認（別四 加・留）」 



P22-5 設例(1)③ 

【誤】基本リース期間終了後、甲社が無償で譲り受ける。 

【正】基本リース期間終了後、当社が無償で譲り受ける。 

 

P26-11 （譲受法人）②減価償却資産の償却 

【誤】 

（償 却 費）  150万円 （資 産）  150万円 

【正】 

（償 却 費）  150万円 （機 械 装 置）  150万円 

P27-2 ⑶ 申告調整 

【誤】 

税 務  当期開始の日前９年間に発生した欠損金額がある 

〔大法人の場合〕 

 当期の所得金額 2,000  繰越欠損金 10,000 

【正】 

税 務  当期開始の日前９年間に発生した欠損金額がある 

〔大法人の場合〕 

 当期の所得金額 2,000  繰越欠損金  1,000 

 

P29-13 設例(3) 

【誤】圧縮額7,000,000円及び減価償却費として 

【正】圧縮額7,000,000円（剰余金処分経理）及び減価償却費として 

 

 

P32-13 解説 

【誤】⑴ 繰入限度超過額 

【正】⑴ 繰入限度額 

 

  



上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [法人税法・応用編]（EL24013） 

 

P35-6 (1)②委託販売収益  

【誤】 

形態 
収益の計上時期 

原則 特例（近接する日） 

委託販売収益 委託者が 

販売した日 

売上計算書が 

売上の都度作成され 

送付されていれば、 

売上計算書の到達した日 

【正】 

形態 
収益の計上時期 

原則 特例（近接する日） 

委託販売収益 受託者が 

販売した日 

売上計算書が 

売上の都度作成され 

送付されていれば、 

売上計算書の到達した日 

 

P36-12 (2)②延払基準（原則） 図  

【誤】 

 

 

 

 

 

 

【正】 

 

 

 

 

 

 

 

  

対
価
の
額 

原
価
の
額 

 

対価× 賦払金割合 対価 × 賦払金割合 

対
価
の
額 

原
価
の
額 

 

対価× 賦払金割合 原価 × 賦払金割合 



P40-21 設例 ［資料］(2)  

【誤】 

氏 名 役 員 分 使用人分 

Ａ 氏 9,000,000円 ― 

Ｂ 氏 9,000,000円 ― 

Ｃ 氏 8,500,000円 ― 

Ｄ 氏 4,000,000円 3,000,000円 

Ｅ 氏 7,000,000円 ― 

Ｆ 氏 ― 6,000,000円 

【正】 

氏 名 役 員 分 使用人分 

Ａ 氏 9,000,000円 ― 

Ｂ 氏 9,000,000円 ― 

Ｃ 氏 8,500,000円 ― 

Ｄ 氏 4,000,000円 3,000,000円 

Ｅ 氏 7,000,000円 ― 

Ｆ 氏 6,000,000円 ― 

 

上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [所得税法]（EL24014） 

 

P2-9-12 設例 １行目 ←1/17 追加 

【誤】居住者Ａの令和４年分の各種所得の金額 

【正】居住者Ａの令和５年分の各種所得の金額 

 

 

上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [消費税法]（EL24015） 

 

P3-56 まとめ 1.(2)イ ←1/17 追加 

【誤】特定期間における課税売上高又は特定期間の（ ② ） 

【正】特定期間における課税売上高及び特定期間の（ ② ） 

 

P4-7 具体例１つ目 ←1/17 追加 

【誤】当社役員への備品（仕入価額 600,000円、時価 660,000円）の贈与の贈与をした場合 

【正】当社役員への備品（購入価額 600,000円、時価 660,000円）の贈与をした場合 

 

P4-7 具体例３つ目 ←1/17 追加 

【誤】事業用備品（仕入価額 504,000円、時価 440,000円） 

【正】事業用備品（購入価額 504,000円、時価 440,000円） 

 

P4-16 条文 ←1/17 追加 

【誤】消法 45②二 

【正】消令 45②二 

 

  



P6-41 計算Form Ⅴ(1)②ロ ←1/17 追加 

【誤】（課税仕入れに係る支払対価の額の合計額×
7.8

110
＋（期首）棚卸資産の取得価額×

7.8

110
×課税売上割合 

【正】（課税仕入れに係る支払対価の額の合計額×
7.8

110
＋（期首）棚卸資産の取得価額×

7.8

110
）×課税売上割合 

 

 

P6-56 まとめ 1.(2) ←1/17 追加 

【誤】課税資産の譲渡等に係る輸出取引等とみなされたものの対価の額は、 

【正】⑴の課税資産の譲渡等に係る輸出取引等とみなされたものの対価の額は、 

 

P6-56 まとめ 3.(1) ←1/17 追加 

【誤】課税売上割合が著しい変動した場合 

【正】課税売上割合が著しく変動した場合 

 

P6-56 まとめ 3.(2)３行目 ←1/17 追加 

【誤】控調整対象税額の全部又は一部を 

【正】調整対象税額の全部又は一部を 

 

P9-8 設例 〔資料〕(3) ←1/17 追加 

【誤】債権につき回収した金額 316,000円 

【正】債権につき回収した金額 320,000 円 

 

 

上級ﾌｫｰｻｲﾄ 租税法 ﾃｷｽﾄ [理論編]（EL24016） 

 

P1-13-11 (1)図表 ←1/17 追加 

【誤】 

①内国法人要件 
現物分配法人＝内国法人 

被現物分配法人＝内国法人 

②完全支配支配要件 
資産の移転を受ける者が直前に現物分配法人

との間に完全支配関係にあること 

【正】 

①内国法人要件 
現物分配法人＝内国法人 

被現物分配法人＝内国法人 

②完全支配要件 
資産の移転を受ける者が直前に現物分配法人

との間に完全支配関係にあること 

 

P2-2-24 サイドスペース 十八号 ←1/17 追加 

【誤】心身又は資産に加えられた侵害に基因して 

【正】心身又は資産に加えられた損害に基因して 

 

 

  



租税法 法人税・基礎１ 過去問ﾁｬﾚﾝｼﾞ（EM24011） 

 

P8-3 解答 

【誤】［資料］2 ．の⑺について 

【正】［資料］9 ．の⑺について 

 

P8-3 解説 

【誤】［資料］2 ．の⑺について 

【正】［資料］9 ．の⑺について 

 

 

租税法 法人税・基礎２ 過去問ﾁｬﾚﾝｼﾞ（EM24012） 

 

P26-2 ［資料］11.(1)７行目 

【誤】法人税法第61条の13第１項に規定する 

【正】法人税法第61条の11第１項に規定する 

 

P26-4 ［資料］１.６行目 

【誤】法人税法第61条の13第１項に規定する 

【正】法人税法第61条の11第１項に規定する 

 

 

租税法 理解度チェック・過去問ﾁｬﾚﾝｼﾞ 理論編（EL24030） 

 

P1-2-14 問題2-14 【当社における法人税法上の取扱い】１行目 ←1/17 追加 

【誤】当社が全事業年度に還付を受けた金額のうち、 

【正】当社が前事業年度に還付を受けた金額のうち、 

 

P1-5-11 問１ 解答 ←1/17 追加 

【誤】（４行/108 字） 

【正】（４行/109 字） 

 

P1-5-11 問１ 解答２行目 ←1/17 追加 

【誤】令和５業年度終了時の価額 300万円までの 

【正】令和５事業年度終了時の価額 300万円までの 

 

P1-11-2 問題11-1⑥ １～２行目 ←1/17 追加 

【誤】債権者から債務免除があった場合には、 

【正】法人が債務免除を受けたときには、 

 

 

 

 

 

 

 



P2-1-3 不動産所得の総収入金額の計上時期 図表 ←1/17 追加 

【誤】 

区 分 総収入金額の計上時期 

賃貸料の増額 

に関する係争 

供託された金額 上記原則に掲げる日 

供託金を超える部分 

の金額 
判決、和解等のあった日 

【正】 

区 分 総収入金額の計上時期 

賃貸料の増額 

に関する係争 

供託された金額 原則に掲げる日 

供託金を超える部分 

の金額 
判決、和解等のあった日 

 

P2-2-23 解答２行目 ←1/17 追加 

【誤】同法 22 条１項、２項により、 

【正】同法 22 条１項、３項により、 

 

 

 


